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研究要旨 
災害時には生命維持のため最低限の水とエネルギーの補給が不可欠であるが、災害の大
規模化、広域化により、被災者へ十分な食支援が出来ない状況が生じる。また、亜急性期
には栄養素の不足対策が必要となる。東日本大震災では全国的な管理栄養士・栄養士の災
害派遣が行われ、被災地での食・栄養支援を行ったが、栄養状態の避難所格差が生じた。
被災地全域の情報を迅速に収集し、栄養問題が生じている地域・施設に効率的な栄養支援
を行う必要がある。そこで、本研究では広域災害発生時に被災地全域の食・栄養状態を把
握することを目的として、災害時保健医療クラウドシステムに搭載する食事・栄養に関す
る調査項目を検討した。 
稼働中の災害時保健医療クラウドシステムに搭載されている項目および既存の 8種類
の災害時における避難所調査票から飲料水および食事に関連する項目を抽出し、フェーズ
毎に保健医療活動に必要とされる情報について優先的に調査すべき項目を整理した。 
急性期には、飲料水の不足状況および１日の食事提供回数を調査項目とした。亜急性期
以降は、主食およびおかずの提供状況、食事提供に係る環境、特別な栄養支援が必要な要
配慮者、管理栄養士等の人的スタッフの有無を調査項目とした。 
種々の職種が栄養管理に必要な情報を収集し、管理栄養士・栄養士につなぐことで迅速
かつ適切な栄養支援が実施され、被災者の生命および健康を維持できる。日本栄養士会災
害支援チーム（JDA-DAT）の養成訓練にも組み込まれることが期待される。 
 
 
A.目的 
東日本大震災を経て、避難所における
食・栄養問題は被災者の健康を維持する不
可欠な要因であることが再認識された。災
害時には生命維持のため最低限の水とエ
ネルギーの補給が不可欠であるが、災害の
大規模化、広域化により、被災者への十分
な食支援が出来ない状況が生じる 1)。一因
として、被災地における食料物資の量的不
足があげられる。また、物資が確保された
地域であっても、広範な被災地の避難所に
おける水および食事の提供状況が十分に
把握できず、支援物資の配給が偏り避難所
格差が生じていたことも報告されている
2)。また、乳幼児、高齢者、慢性疾患患者、
食物アレルギー患者等の特殊な食品を必
要とする災害時要配慮者に必要な物資が
届かないという問題も生じた。東日本大震

災では全国的な管理栄養士・栄養士の災害
派遣が行われ、被災地での食・栄養支援が
行われたが 3)、被災地全域の情報がすべて
把握できた状況ではなく、栄養状態の避難
所格差は十分には是正できなかった。 
さらに、医療の面から考えると、災害時
には、医療ニーズ増大を抑制するために、
新たな患者の発生を防ぐことが極めて重
要である。その点で、公衆衛生の視点から
の被災地における栄養管理は、大きな役割
を担っている。 
保健医療福祉面からの避難所運営支援
においては、避難所に退避した被災者の健
康管理、避難所の環境衛生管理が主軸とな
る。災害時において被災地全域における支
援を的確に迅速に行うために、クラウド技
術を用いた保健医療福祉に関わる人的、物
的資源の把握が期待される。この中に、避
難所の飲料水および食事の提供状態を把



握するシステムを構築することで、避難所
間の食支援の格差を是正するとともに、必
要としている避難者に必要な食料食料物
資を届けることが可能となる。 
そこで、本研究では、広域災害発生時に
被災地全域の食・栄養状態を把握すること
を目的として、災害時保健医療クラウドシ
ステムに搭載する食事・栄養に関する調査
項目を検討した。 
 
B.研究方法 
現在、稼働中の災害時保健医療クラウド
システムに搭載されている項目および既
存の災害時のおける避難所調査票から飲
料水および食事に関連する項目を抽出し、
フェーズ毎に保健医療活動に必要とされ
る情報について優先的に調査すべき項目
を整理した。 
飲料水および食事に関連する項目の抽出
に用いた既存の調査票は以下である。 
1.ENVIRONMENTAL HEALTH ASSESSMENT FORM 
FOR SHELTERS for rapid assessment of 
shelter conditions during disasters 
(CDC, USA, 参考資料 1-2) 
2.Interagency rapid assessment 
form-Food security and nutrition (Care, 
参考資料 3) 
3.大規模災害における保健師の活動マニ
ュアル 避難所情報日報 様式 2（H25 年 
日本公衆衛生協会、全国保健師長会, 参考
資料 4） 
4.地域保健従事者の派遣支援活動ガイド
ライン 避難所の栄養摂取等状況調査表 
様式 6（H25 日本公衆衛生協会, 参考資料
5） 
5.東日本大震災・被災者健康診査アンケー
ト票 （厚生労働省, 参考資料 6） 
6.災害時の栄養・食生活支援マニュアル 
被災地状況把握シート（（独）国立健康・
栄養研究所、（公社）日本栄養士会, 参考
資料 7） 
7.避難所情報報告内容 （日本栄養士会災
害支援チーム活動マニュアル 基礎編, 
参考資料 8） 
8.被災地状況調査票（日本栄養士会, 参考
資料 9） 
 
C.研究結果 
既存の 8種類の避難所における調査票

を解析したところ、飲料水および食事提供
に関連する項目は 3種類に大別されるこ
とが分かった。１つ目は実際に避難所で提
供する飲料水および食料の量的把握を目
的とする項目である。２つ目は、提供方法
や提供に関連する設備等の項目（保存場所、
温度管理、衛生管理設備、調理設備）であ
る。３つ目は、特別な食品または配慮を必
要とする被災者および被災者を支援する
食・栄養専門職の有無を把握する項目であ
る。これらを、急性期（おおむね 72 時間
以内）における優先度を考慮し整理した結
果を表１に示した。急性期においては、生
命維持を最優先課題とし、最低限の飲料水
とエネルギー確保を目的とするため、飲料
水については、選択肢として 1.十分、2.
不足、3.無とした。アセスメントにおいて
は、飲料水が 3.無の避難所を最優先に支
援するとともに、2.不足の避難所について
も、給水車等の要請を速やかに行う必要が
ある。 
食事提供については、１日の食事回数を
調査し、選択肢として 1.0 回、2.1 回、3.2
回、4.3 回とした（表１）。災害時の食料
物資の配給は通常の食事とは異なり 1回
あたりの提供量が不安定であり、回数のカ
ウントは困難な場合も想定されるが、明ら
かに不足している避難所を把握すること
を急性期のアセスメントと位置づけた。そ
のため、1日の食事回数が 1回以下の避難
所を最優先に支援することが求められる。 
亜急性期以降のフェーズにおいては、エ
ネルギー確保に加えて栄養素の不足対策
が必要となることから、主食およびおかず
（主菜、副菜）の提供状況を朝・昼・夕別
に把握できる項目を追加した（表２）。さ
らに、お湯を沸かすことが出来るか否か、
情報を取りまとめて支援活動につなげる
ことのできる管理栄養士の存在の有無に
ついても項目としてあげた（表 3）。 
また、特別な食品や支援を必要とする災
害時要配慮者の把握項目においても高齢
者の中に、摂食嚥下障害を有する者がいる
か否か、食物アレルギー症や腎臓疾患患者
の有無についても追加した（表 3）。 
 
D.考察 
本研究において、災害時に被災地全域の
食・栄養管理を実施する上で、災害時保健



医療クラウドシステムに搭載する食事・栄
養に関する調査項目を検討した。 
食事の提供状況を正確に把握するには
複数種類の方法が存在する。しかしながら、
それらのいずれに方法においても、24 時
間の記憶を必要としたり、実際の食事量を
測定する等の煩雑な作業が必要となった
りする。災害時には、最小限の労力で情報
を収集し、即ちに支援が必要となる避難所
を割り出す必要があり、平常時に行われて
いる調査法をそのまま活用するのは不可
能である 4)。そこで、本研究では、急性期
および亜急性期以降にフェーズを区分し、
それぞれの時期における調査項目を作成
した。実際の災害現場においては、救命救
急の医師や DMAT 隊員も含む食・栄養の専
門職ではない職種がこれらの調査項目も
調べることを考え最低限の内容とした。 
厚生労働省は、東日本大震災の避難所で
の食事回数および必要な栄養素量の確保
を目的として、震災 1カ月～3 カ月の間、
食事を提供する際の当面の栄養の参照量
を示している 5)（エネルギー、たんぱく質、
ビタミン B1、B2、C）。体内貯蔵量が少なく、
初期の段階で不足しやすい栄養素を抽出
したもので、災害時の栄養計画で優先すべ
き栄養素である。特にビタミン B1は、炭
水化物に偏った食生活では、代謝上補給が
必要となる。これらの栄養素レベルでの摂
取量や提供量を把握するには、本調査項目
では不可能であるが、おかずの提供回数が
少ない避難所では、上記の栄養の参照量を
満たすことは困難であるため、間接的なス
クリーニングツールとして活用すること
が望まれる。より詳細な栄養素レベルの調
査項目および調査方法については、今後検
討する必要がある。 
亜急性期の調査項目には、お湯を沸かす
ことが出来るかどうかの項目を入れた。東
日本大震災の避難所調査結果から、調理が
できる避難所およびガスが使える避難所
では食事状態が良好であることが報告さ
れている 2)。調理環境が整っていない避難
所を早期に発見し改善することが可能と
なり、被災者の栄養状態の改善につながる
と考えられる。 
また、災害時には、乳幼児、妊婦、授乳
婦、嚥下困難な高齢者、食物アレルギー患
者、疾病による食事制限が必要な病者（腎

臓病、糖尿病、高血圧など）、など食事に
特別な配慮が必要な被災者をできるだけ
早めに把握する必要がある。これらの被災
者は、不適切な食事の影響がより強く、長
期間生じる可能性がある。東日本大震災で
の栄養支援ニーズは、「ミルクまたは離乳
食の必要な乳幼児」が最も多く、次いで「高
齢・障害等で普通の食事が食べられない
者」であった 2)。本調査項目を用いること
でこれらの要配慮者を素早く見つけ出し、
即ちに支援につなげられることが期待さ
れる。 
災害時に管理栄養士が栄養管理に携わ
ることの重要性はいくつか報告されてい
る。大規模な避難所では食事提供状況が悪
いことが報告されているが 2)、大規模な避
難所であっても管理栄養士が献立作成や
食料物資の物流に携わっている場合には
食事状況が良好であった 6)。栄養の専門職
を効果的に活用することが望まれる。既に、
（公社）日本栄養士会では国内外で大規模
な地震、台風等の自然災害が発生した場合
に、迅速に被災地内の 医療・福祉・行政
栄養部門等と協力して栄養支援を行うこ
とを目的とした、日本栄養士会災害支援チ
ーム（JDA-DAT）を設立し、スタッフおよ
びリーダーを育成している 7)。東日本大震
災での管理栄養士・栄養士派遣の反省点を
踏まえ 8)、平常時から訓練された栄養の専
門職が養成されている。今後の大規模災害
において、被災地行政機関のもと、食・栄
養支援の現場レベル支援者として活躍す
ることが期待される。 
                                                                       
E.結論 
災害時に被災地全域の食・栄養管理を実
施する上で、災害時保健医療クラウドシス
テムに搭載する食事・栄養に関する簡易な
調査項目を作成した。 
 
F.研究発表 
1.論文発表 
1. Nobuyo Tsuboyama-Kasaoka, Martalena 
Br Purba. Nutrition and earthquakes: 
Experience and recommendations. Asia 
Pacific J Clinical Nutr. 
2014;23(4):505-13 
 
2.学会発表 



1. Nobuyo Tsuboyama-Kasaoka. Emergency 
Feeding: Earth Quake Disaster of East 
Japan. The 6th Asian Congress of 
Dietetics Taipei Taiwan. Symposium 2014 
 
2. 笠岡（坪山）宜代, 前澤友美, 高田和
子, 須藤紀子, 荒牧英治, 金谷泰宏, 下
浦佳之, 迫和子, 小松龍史, 「東日本大震
災ではどの食料物資が不足し、食・栄養支
援にはどの食料物資が使われたのか？｣. 
第 2回日本災害食学会研究発表会, 2014 
カゴメ賞受賞 
 
3. 須藤紀子, 笠岡（坪山）宜代, 金谷泰
宏, 「災害時の食支援に関する教材開発の
必要性と DVD の制作」. 第 2回日本災害食
学会研究発表会, 2014 優秀賞受賞 
 
 
G.知的所有権の取得状況 
１．特許取得 
なし 
２．実用新案登録  
  なし 
 
H.引用文献 
1. Tsuboyama-Kasaoka N, Purba M. 
Nutrition and earthquake: experience 
and recommendations. Asia Pacific 
Journal Clinical Nutrition. 
2014;23:505-513. 
 
2. Tsuboyama-Kasaoka N, Hoshi Y, 
Onodera K, Mizuno S, Sako K. What 
factors were important for dietary 
improvement in emergency shelters after 
the Great East Japan Earthquake? Asia 
Pac J Clin Nutr. 2014;23:159-166. 
 
3. 伊藤聖來, 須藤紀子, 笠岡（坪山）宜
代, 岡崎直観, 鍋島啓太, 金谷泰宏, 奥
村貴史, 下浦佳之, 東日本大震災後に日
本栄養士会から派遣された災害支援管理
栄養士・栄養士の支援活動に関する分析. 
日本栄養士会雑誌. 2015;58:111-120. 
 
4. 吉村英一, 髙田和子, 長谷川祐子, 村
上晴香, 野末みほ, 猿倉薫子, 中出麻紀
子, 窪田哲也, 三好美紀, 坪田(宇津木)

恵, 井上真理子, 由田克士, 奥田奈賀子, 
宮地元彦, 笠岡(坪山)宜代, 西信雄, 横
山由香里, 八重樫由美, 坂田清美, 小林
誠一郎, 徳留信寛, 釜石市の仮設住宅に
居住している東日本大震災被災者の食物
摂取状況. 岩手公衆衛生学会誌
2014;25(2):7-14. 
 
5. 厚生労働省, 避難所における食事提供
の計画・評価のために当面の目標とする栄
養の参照量について（事務連絡 H23 年 4
月 24 日）. (2011)厚生労働省，東京 
 
6. 笠岡（坪山）宜代，星裕子，小野寺和
恵，岩渕香菜，泉明那，斉藤長徳，西村一
弘，石川祐一，梶忍，下浦佳之，迫和子. 東
日本大震災の避難所で食事提供に影響し
た要因の事例解析. 日本災害食学会誌. 
2014;1(1):35-43.  
 
7.迫和子, 緊急災害時における管理栄養士
の役割. 臨床栄養，2012;121:536-540. 
 
8.濱口ほゆき, 須藤紀子, 笠岡（坪山）宜
代, 金谷泰宏, 下浦佳之, 日本栄養士会
が東日本大震災の被災地に派遣した災害
支援管理栄養士・栄養士の「思い」の分析. 
日本栄養士会雑誌. 2015;58:35-44. 
 



表１ 飲料水および食事の供給状況の調査項目（急性期、おおむね 72 時間以内） 
 

項目 選択肢 備考 

飲料水 
十分/不足/無 十分の目安は１日

1.5L 

１日の食事回数 
0 回/１回/2 回/3 回  

 



表 2 飲料水および食事の供給状況の調査項目（亜急性期） 
 
 

項目 選択肢 備考 

飲料水 
十分/不足/無 十分の目安は１日 1.5L 

１日の食事回数 
0 回/１回/2 回/3 回  

主食提供 

 
朝/昼/夕 

 

おかず提供 
 
朝/昼/夕 

 

 



表 3 現行の災害時保健医療クラウドシステムに搭載されている項目における食事関連項
目の修正内容 
 

大分類 中分類 小分類 情報種別 

組織や活動 

医療の提供状況  
→ 管理栄養士の活動 
  を追加 

 
選択肢（有/無） 

環境的側面 

設備状況と衛生
面 

調理設備 
 
→ お湯を沸かす 
  に変更 

選択肢（無/有 使用可/有 
使用不可） 
 
→ 選択肢（可/不可） 
  に変更 

配慮を要す
る人 

高齢者 
幼児・児童 
障害者 

 
→ うち摂食嚥下障害 
  を追加 

 
数字 

配慮を要す
る人 

アレルギー症患
児・者 
 
→ 食物アレル
ギー症患児・者 
に変更 

 数字 

配慮を要す
る人 

 
→ 腎臓疾患者 
  を追加 

 数字 

まとめ 

 
→ 食事状況 
  を追加 

 文字 
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参考資料 3-1 Interagency rapid assessment form-Food security and nutrition (Care) 
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表 様式 6（H25 日本公衆衛生協会） 
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